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研究成果の概要（和文）：本研究は、税負担削減行動の指標の日本における特徴および有用性について、理論的・実証
的に検討するものである。本研究では、カレント実効税率、残余BTD、およびtotal BTDという３つの指標を取り上げ、
これらの年次傾向、業種傾向、決定要因、および連結と単体の違い等を明らかにした。さらに全体として、単体に比べ
て連結の税負担が重い傾向にあるが決定要因は共通のものが多いこと、日本では残余BTDとtotal BTDが同様の傾向を示
していることなども明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study aims to investigate the characteristics and usefulness of tax 
avoidance measures in Japan. For three tax avoidance measures (i.e, current effective tax rates (ETR), 
residual book-tax differences (BTD), and total BTD), their trends, differences among the industries, 
determinants, and differences between parent-only and consolidated measures are investigated. My 
investigations reveal that consolidated current ETRs (total BTDs) are larger (smaller) than parent-only 
current ETRs (total BTDs) and their determinants are similar, and that residual BTDs are very similar to 
total BTDs in Japan.

研究分野：会計学
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１．研究開始当初の背景 
企業の税負担削減行動に関する議論は、米
国を中心として、近年より活発になってきて
いる。税負担削減行動は、「適法、違法、あ
るいはそのグレーゾーンにあるものを含む
あらゆるタックス・プランニング活動を通じ
て、課税所得の減少や税支払額の削減を行う
こと」と定義され、税負担削減行動が企業間
で異なる要因、税負担削減行動の資本市場で
の評価、あるいは税負担削減行動と利益調整
行動の関係といった点が議論の中心となっ
ている。 
これらを明らかにするためには、企業が実
際にどの程度積極的に税負担の削減を行っ
たのかを測定することが必要であるが、これ
を外部から行うことは容易ではない。そこで
多くの研究では、一般に利用できるデータか
ら導出される複数の指標を、その目的に応じ
て補完的に用い、企業の税負担削減行動の水
準を測定しようと試みている。このとき重要
となるのは、それぞれの指標の特徴や有用性
を正しく理解することである。 
税負担削減行動の指標は、実効税率
（effective tax rate; ETR）のように率で
表されるものと会計利益と課税所得の差異
（book-tax difference; BTD）のように額で
表されるものに大きく分類できる。さらにこ
れらは、税負担を会計上の費用で測定するか
税金支払額で測定するか、一時差異・永久差
異両者の情報が反映されているか永久差異
の情報のみが反映されているか、長期でみる
か短期でみるか、あるいは税負担削減行動に
関係しない要因（利益調整行動や制度的な要
因）を取り除いているかどうかといった点で
様々な特徴を有している。これらについては、
米国を中心としたいくつかの研究（例えば
Hanlon and Heitzman[2010]）で明らかにさ
れてきている。しかし確定決算基準が採用さ
れ会計と税務の結びつきが強い日本におい
て、これらの議論は必ずしもそのまま当ては
まるわけではない。また日本でもいくつかの
先行研究が存在するが、まだ残された問題は
数多く存在している。 
 
２．研究の目的 
 本研究では以上の点を考慮し、税負担削減
行動の指標について、これまで十分に明らか
にされていないいくつかの問題について、理
論的・実証的に検討している。本研究では、
税負担削減行動の指標として、特にカレント
実効税率（current ETR）、残余 BTD（residual 
BTD）、および total BTD（total BTD）を取り
上げ、主として以下の点について検討を行っ
ている。 
(1)税負担削減行動のいくつかの指標につい
て、連結データおよび単体データを用いて
測定し、日本におけるそれぞれの特徴を検
討する。 
(2) 残余 BTD について、確定決算基準が採用
されている日本における特徴とその有用

性について検討する。 
(3)いくつか先行研究の結果から2000年代中
盤を境に日本の total BTD の傾向が変化し
ていることが予測されるので、この点につ
いて確認するとともに、その原因を明らか
にする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、分析対象とした３つの指標ご
とに検討を行った。カレント実効税率につい
ては平成 24 年度おいて、残余 BTD について
は平成 24年度〜平成 25 年度において、total 
BTD については平成 25年度〜平成 26 年度に
おいて検討を行っている。 
またいずれの場合も、次のような流れで研
究を進めた。まず指標について理論的に検討
するとともに、それが用いられている数多く
の先行研究を詳細にレビューした。また本研
究の場合、国による税制の違いが大きく影響
するため、この点についても慎重に検討した。
つぎにこれらの検討結果に基づいて、リサー
チ・デザインを決定し、必要なデータを収
集・加工するとともに、実証分析を行った。
最後に、分析結果について、日本の制度や環
境などを考慮して解釈した。 
なお分析に必要なデータは、主として研究
代表者の所属機関が契約しているデータベ
ースから入手している。 
 
４．研究成果 
 本研究における主な成果は、以下の通りで
ある。これらは日本において税負担削減行動
の分析を行う際、指標の選択を行う上で、有
益な情報を提供するものであると考えられ
る。 
 
(1)カレント実効税率について 
カレント実効税率は、一時差異・永久差異
を生じさせるような税負担削減行動を反映
できる指標の一つである。本研究では、カレ
ント実効税率を法人税・住民税及び事業税を
税引前利益で除したものとして定義してい
る。また単年度について計算したものを短期
カレント実効税率、分母分子について数年間
（本研究では５年間）累積したものを長期カ
レント実効税率と呼ぶ。これらは、一般に、
小さい値をとるほど税負担削減行動の水準
が高いと解釈される。 
 2003 年度から 2007 年度の日本企業のデー
タを用いて、短期・長期のカレント実効税率
について連結と単体の比較を行った結果は、
次のとおりである。まず、長期カレント実効
税率については、平均値でも中央値でも連結
の方が単体を上回っている。また、平均値の
差は統計的にも 1%水準で有意である。また同
一サンプルで見た場合、連結の長期カレント
実効税率が単体のそれを上回っている企業
が多く、その傾向も統計的に 1％水準で有意
である。短期カレント実効税率についても、
平均値でみると連結の方が単体を上回って



おり、その傾向は 1％水準で有意である。し
かしながらその差は長期よりも小さく、中央
値で見ると異常値を丸めない場合はむしろ
単体の方が大きくなっている。また同一サン
プルで見た場合、連結が単体のそれを上回っ
ている企業が多いものの、その傾向は統計的
に 5％水準には達していない。これらのこと
から、長期で見ても短期で見ても連結の税負
担が重い傾向がみられるが、このことは長期
となった場合により顕著であることが明ら
かとなった。 
 つぎに連結および単体の長期カレント実
効税率について、日本における決定要因の比
較を行った。このときの被説明変数は長期カ
レント実効税率であり、説明変数は、規模・
成長性・ROA・償却資産比率・負債比率・研
究開発比率・海外売上比率・留保金課税ダミ
ー・連結納税採用ダミーである。その結果、
規模・収益性（ROA）・負債比率の係数がすべ
て 1%水準で有意となっており、これらが連単
共通の決定要因となっていることが明らか
になった。また留保金課税は連結にのみ影響
を及ぼしていること、および連結納税採用の
有無は単体にのみ影響を及ぼしていること
も明らかにされた。 
 また長期カレント実効税率の連結と単体
の差の決定要因についても分析を行った。こ
のときの被説明変数は長期カレント実効税
率の連単差（連結の値から単体の値を控除し
たものとして定義している）であり、説明変
数は、関係会社配当・連結納税採用ダミー・
売上連単比率・子会社数・利益率の連単差・
海外売上比率・規模・負債比率・ROA である。
分析の結果、関係会社配当・連結納税採用ダ
ミー・売上連単比率・海外売上比率・規模の
係数が統計的に有意となった。これらは連結
納税制度の有用性や海外子会社を用いた税
務戦略の実施可能性を示唆する結果となっ
ている。 
これらの成果は論文「長期カレント実効税
率の連単比較」としてまとめられている。 
 
(2)残余 BTD について 
 残余 BTD は、Desai and Dharmapala[2006]
によって開発され、total BTD から利益調整
行動の影響を除外することを意図した指標
である。これは、total BTD が税負担削減行
動だけでなく、利益調整行動や制度的な要因
によっても生じうるという批判に対する一
つの解決策を示すものであるといえる。この
残余 BTD は、total BTD を被説明変数、総会
計発生高を説明変数とする固定効果モデル
から得られる固定効果と攪乱項の和として
測定される。また Desai and Dharmapala 
[2006]では、追加分析として、説明変数を
Jones モデルによる裁量的会計発生高とした
分析も行っている。残余 BTD および後述(3)
で示している total BTD は、一般に、その値
が大きいほど税負担削減行動の水準が高い
と解釈される。 

 本研究では、1993 年度から 2004 年度の日
本企業の単体および連結のデータを用いて、
total BTD（本研究では、税引前利益から課
税所得を控除した額を期首総資産で除した
ものとして定義している）と比較しながら、
残余BTDの年度別傾向や業種別傾向を明らか
にした。なお分析を 2004 年度までに限定し
たのは、申告所得の公示制度により、この年
度まで課税所得の実績値（課税所得が年
4,000 万円超の法人）が利用可能であり、単
体のデータについては誤差を生じさせるこ
となく被説明変数である total BTD を測定で
きるためである。連結については、このよう
な測定が行えないため、法人税・住民税及び
事業税を各年度の税率で除した課税所得推
定値を用いて total BTD を計算している。た
だし、このような方法による課税所得の推定
には、適用される税率の違い、税額控除の存
在、連結の範囲の違い、住民税均等割の存在、
および損益計算書と納税申告書の作成時期
の違い等によって、誤差が含まれることが指
摘されているので、この点については留意し
ておく必要がある。 
まず残余 BTD の測定を行ったが、そのモデ
ルの総会計発生高の係数は、連結・単体とも
に正で統計的に有意（1％水準）となるもの
の決定係数は小さいものであった。いくつか
のJones系モデルから得られる裁量的会計発
生高を総会計発生高に置き換えて分析を行
っても、同様の結果が得られた。いずれの場
合も、決定係数は単体で 0.01～0.02 程度、
連結で 0.06～0.07 程度であった。このこと
から、特に単体データを用いた場合、日本に
おいて total BTD は利益調整行動を反映する
ものの、これによって説明できる部分はかな
り限定的であることが示唆される。 
 単体の残余BTDの年度別傾向を分析した結
果、total BTD の平均値・中央値は先行研究
で示されているものと同様の傾向を示して
おり、残余 BTD の平均値・中央値もこれとほ
とんど同じ動きをしていること、これらは多
くの年度において負の値をとりその規模が
total BTD より小さいこと等が明らかになっ
た。連結の残余 BTD（および total BTD）に
ついては、平均値・中央値ともに、単体と同
様に負の値をとることが多いが年度毎の変
化は大きいこと、total BTD との関係は単体
と同様であるが、両者の差が広がっているこ
と等が明らかになった。またサンプルを製造
業と非製造業に分割し total BTD と残余 BTD
の差についてみると、いずれの業種でも連結
の場合に差が広がっていること、および連単
いずれのデータを用いても、全ての年度にお
いて製造業について差が広がっていること
が確認された。 
 つぎに業種傾向について分析した結果、中
央値で見ると、単体では医薬品や通信といっ
た業種で、大きな負の残余 BTD および total 
BTD を生じさせていること、両者の差が大き
い業種は自動車・電力・ガス、差が小さい業



種は商社・建設・不動産であること等が明ら
かになった。また連結では、医薬品・サービ
ス・建設といった業種で大きな負の残余 BTD
および total BTD を生じさせていること、両
者の差は業種別で見ても単体に比べて広が
っていること、差が大きい業種は自動車・海
運・ゴム、差が小さい業種は商社・建設・医
薬品となっていること等が明らかとなった。
また単体に比べて、より多くの業種で正の残
余BTDを生じさせていることは特徴的である。 
 
(3)total BTD について 
 total BTD の概要は、残余 BTD の部分で示
した通りである。本研究では、この指標につ
いて、2000 年代中盤を境に傾向の変化がみら
れるかを確認するために、まず 1993 年度か
ら 2012 年度の日本企業の単体および連結の
データを用いて、全体的な傾向を把握した。
ここで申告所得の公示制度は既に廃止され
ており、単体であっても 2005 年度以降の課
税所得実績値は利用できないため、連単とも
に法人税・住民税及び事業税を各年度の税率
で除して課税所得を推定し、total BTD を計
算している（残余BTDの連結と同様の方法）。
分析の結果、推定課税所得を用いても、2000
年度前後に大きな負の total BTD が生じてい
るなど、実績値を用いた先行研究と同様の年
度別傾向を確認することができた。加えて、
連結・単体ともに 2000 年代中盤くらいから
プラス方向にシフトしている傾向が見られ
ること、2008 年度には大きな負の total BTD
が生じていること、1999 年度以降に total 
BTD のばらつきが大きくなっていること等も
明らかになった。しかしこれらの原因につい
ては、研究期間内に十分に明らかにすること
はできなかった。 
 つぎに日本では様々な会計制度の変更や
税制改正などに起因する大きな負の total 
BTD が 2000 年度前後に観察されているため、
この影響が小さいと考えられる 2003 年度以
降に限定して、連結および単体の total BTD
の決定要因についての分析を行った。このと
き、被説明変数として total BTD を用い、説
明変数には売上高変化額・償却性資産の総
額・償却性資産の若さ・貸倒引当金変化額・
賞与引当金変化額・その他短期引当金変化
額・退職給付引当金変化額・その他長期引当
金変化額・受取配当・規模・前期 total BTD・
有価証券評価差額(損)・繰越欠損金ダミー・
ROA・レバレッジ・役員持株比率・外国人持
株比率・金融機関持株比率を採用した。分析
の結果、償却資産の若さ・賞与引当金を除く
各種引当金の変化額・有価証券評価差額・繰
越欠損金・ROA・金融機関持株比率が連単共
通の決定要因となっていることが示された。
加えて、売上高変化額・賞与引当金変化額・
受取配当が単体固有の、償却性資産の総額・
レバレッジ・役員持株比率が連結固有の決定
要因となっていることも明らかとなった。ま
たこの期間では単体よりも連結のBTDが小さ

い（負の BTD の規模が大きい）傾向が見られ
た（統計的に 1％水準で有意）。このことはカ
レント実効税率の分析で得られた連結の税
負担が重いという結果と整合的である。 
また単体については、課税所得推定値が
4,000 万円超の企業・年度にサンプルを限定
した分析も行った。これは、課税所得の実績
値を用いた場合に、年所得額 4,000 万円以下
の企業・年度がサンプルから除外されてしま
うという問題の影響をみるためのものであ
る。分析の結果、決定係数は若干低下するも
のの、これによる大きな傾向の変化は見られ
なかった。 
これらの成果の一部は、論文「日本企業の
BTD とその決定要因―連単比較を中心として
―」としてまとめられている。 
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